
議案第３１号

杉並区心身障害者の医療費の助成に関する条例等の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

平成２６年５月２７日

提出者 杉並区長 田 中 良

杉並区心身障害者の医療費の助成に関する条例等の一部を改正する条例

第１条 杉並区心身障害者の医療費の助成に関する条例（昭和４８年杉並区条例第

１６号）の一部を次のように改正する。

第３条第２項第３号中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の

自立の支援に関する法律」を「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律」に改め、「よ

る支援給付」の次に「（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７号）によ

る支援給付を含む。以下同じ。）」を加える。

第２条 杉並区難病患者福祉手当条例（昭和５２年杉並区条例第１０号）の一部を

次のように改正する。

第１条の２第１号中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律」を「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国

した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律」に改め、「支援

給付」の次に「（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支

援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７号）附則第４条

第１項に規定する支援給付を含む。）」を加える。

第３条 杉並区事務手数料条例（平成１２年杉並区条例第２４号）の一部を次のよ

うに改正する。

別表第１の２の項ウ中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の

自立の支援に関する法律」を「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律」に、「の規定

による支援給付」を「による支援給付（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び



永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第

１２７号）による支援給付を含む。）」に改める。

第４条 杉並区保育の実施等に係る費用徴収条例（平成９年杉並区条例第１１号）

の一部を次のように改正する。

別表第１中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援

に関する法律」を「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国

残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律」に、「支援給付受給世

帯」を「支援給付（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の

支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７号）による支

援給付を含む。）を受けている者の属する世帯」に改める。

第５条 杉並区営住宅条例（平成９年杉並区条例第２７号）の一部を次のように改

正する。

第６条第２項第５号中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の

自立の支援に関する法律（」を「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住

帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（」に改める。

附 則

この条例は、平成２６年１０月１日から施行する。

（提案理由）

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の

一部が改正されたこと等に伴い、所要の規定の整備を図る必要がある。
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杉並区心身障害者の医療費の助成に関する条例等の一部を改正する条例

新旧対照表（抄）

第１条による改正（杉並区心身障害者の医療費の助成に関する条例の一部改正）

新 条 例 旧 条 例

（対象者） （対象者）

第３条 略 第３条 略

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号 ２ 前項の規定にかかわらず、次の各号

のいずれかに該当する者は、それぞれ のいずれかに該当する者は、それぞれ

当該各号に定める期間は、対象者とし 当該各号に定める期間は、対象者とし

ない。 ない。

(１)及び(２) 略 (１)及び(２) 略

(３) 中国残留邦人等の円滑な帰国の (３) 中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進並びに永住帰国した中国残留邦 促進及び永住帰国後の自立の支援に

人等及び特定配偶者の自立の支援に 関する法律

関する法律（平成６年法律第３０ （平成６年法律第３０

号）による支援給付（中国残留邦人 号）による支援給付

等の円滑な帰国の促進及び永住帰国

後の自立の支援に関する法律の一部

を改正する法律（平成１９年法律第

１２７号）による支援給付を含

む。以下同じ。）を受けている者 を受けている者

支援給付を受けている間 支援給付を受けている間

(４)～(６) 略 (４)～(６) 略

３ 略 ３ 略

第２条による改正（杉並区難病患者福祉手当条例の一部改正）

新 条 例 旧 条 例

資 料
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（定義） （定義）

第１条の２ この条例において、次の各 第１条の２ この条例において、次の各

号に掲げる用語の意義は、当該各号に 号に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。 定めるところによる。

(１) 難病患者 規則で定める疾病を (１) 難病患者 規則で定める疾病を

有する者をいう。ただし、規則で定 有する者をいう。ただし、規則で定

める特定疾病を有する者にあつて める特定疾病を有する者にあつて

は、東京都難病患者等に係る医療費 は、東京都難病患者等に係る医療費

等の助成に関する規則（平成１２年 等の助成に関する規則（平成１２年

東京都規則第９４号。以下「都規 東京都規則第９４号。以下「都規

則」という。）により東京都知事か 則」という。）により東京都知事か

ら医療券の交付を受けている者又は ら医療券の交付を受けている者又は

規則で定める生活保護法（昭和２５ 規則で定める生活保護法（昭和２５

年法律第１４４号）第６条第１項に 年法律第１４４号）第６条第１項に

規定する被保護者若しくは中国残留 規定する被保護者若しくは中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進並びに永 邦人等の円滑な帰国の促進及び永住

住帰国した中国残留邦人等及び特定 帰国後の自立の支援に関する法律

配偶者の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第３０号）第１４条 （平成６年法律第３０号）第１４条

第１項に規定する支援給付（中国残 第１項に規定する支援給付

留邦人等の円滑な帰国の促進及び永

住帰国後の自立の支援に関する法律

の一部を改正する法律（平成１９年

法律第１２７号）附則第４条第１項

に規定する支援給付を含む。）を受 を受

けている者に限る。 けている者に限る。

(２) 略 (２) 略
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資 料

第５条による改正（杉並区営住宅条例の一部改正）

新 条 例 旧 条 例

（使用者の資格） （使用者の資格）

第６条 略 第６条 略

２ 次の各号のいずれかに該当する者 ２ 次の各号のいずれかに該当する者

（次条第２項において「高齢者等」と （次条第２項において「高齢者等」と

いう。）にあっては、前項第２号の規 いう。）にあっては、前項第２号の規

定にかかわらず、現に同居し、又は同 定にかかわらず、現に同居し、又は同

居しようとする親族があることを要し 居しようとする親族があることを要し

ない。ただし、身体上又は精神上著し ない。ただし、身体上又は精神上著し

い障害があるために常時の介護を必要 い障害があるために常時の介護を必要

とし、かつ、居宅においてこれを受け とし、かつ、居宅においてこれを受け

ることができず、又は受けることが困 ることができず、又は受けることが困

難であると認められる者を除く。 難であると認められる者を除く。

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略

(５) 生活保護法（昭和２５年法律第 (５) 生活保護法（昭和２５年法律第

１４４号）第６条第１項に規定する １４４号）第６条第１項に規定する

被保護者又は中国残留邦人等の円滑 被保護者又は中国残留邦人等の円滑

な帰国の促進並びに永住帰国した中 な帰国の促進及び永住帰国後の自立

国残留邦人等及び特定配偶者の自立 の支援に関する法律（

の支援に関する法律（平成６年法律 平成６年法律

第３０号）第１４条第１項に規定す 第３０号）第１４条第１項に規定す

る支援給付（中国残留邦人等の円滑 る支援給付（中国残留邦人等の円滑

な帰国の促進及び永住帰国後の自立 な帰国の促進及び永住帰国後の自立

の支援に関する法律の一部を改正す の支援に関する法律の一部を改正す

る法律（平成１９年法律第１２７ る法律（平成１９年法律第１２７

号）附則第４条第１項に規定する支 号）附則第４条第１項に規定する支

援給付を含む。）を受けている者 援給付を含む。）を受けている者
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(６)～(８) 略 (６)～(８) 略

３～５ 略 ３～５ 略


